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1 ．はじめに

本論文は，日本の初期カメラ産業のケイパビリティ・ベースの確立に着目し，当該産業の進化
プロセスにかんするマルチレベル分析を試みるという目的を掲げている。すなわち，日本の初期
カメラ産業のケイパビリティ・ベースの確立は，19世紀末から20世紀初頭にかけて光学技術の発
展を志向した軍人・企業家（ミクロ・レベル），第 1次世界大戦を契機とした海軍・陸軍（メソ・
レベル）による光学産業育成の国策，そして海軍とそれと関係の深い企業（メソ・レベル）によ
る軍産学複合体（マクロ・レベル）の形成に依存していたことを，われわれは明らかにするつも
りである。国策の下での一連の主体による企業家精神の発揚がなければ，将来的な産業進化を実

＜要　　約＞
本論文では，第 2次世界大戦前にさかのぼって日本の初期カメラ産業におけるケイパビリ
ティ・ベースの確立にかんするマルチレベル分析を試みる。その結果は，（1）日本における初期
の光学産業の進化はドイツの影響だけでは説明しつくせないこと，（2）第 2次世界大戦後の日本
でカメラ産業が発展していくうえで戦前の光学産業のケイパビリティ・ベースが重要な役割をは
たしたが，このことは，とくに海軍とそれが国策会社として設立した日本光学工業への焦点を必
要とすること，（3）1930年代頃の日本のカメラ産業では，日本光学工業，およびこれと深い関係
をもっていた精機光学研究所が中心となって，戦後日本のカメラ産業が進化を遂げていくうえで
重要な意味をもつ競争ダイナミクスを駆動させたこと，といった具合に要約される。さらに，日
本のカメラ産業におけるレッド・クイーン効果の生成，クレッパーの分類法の見直し・精緻化，
そして産業進化における需要の変化に関連して，今後取り組むべき 3つの研究課題を明らかにす
る。
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現するのに必要なケイパビリティ・ベースは構築されず，第 2次世界大戦後の日本のカメラ産業
は発展をみなかったといってよい。
従来この文脈にかんして日本で行われてきた先行研究として，日本のカメラ産業の進化プロセ
ス（e,g., 谷口・市川・フルーエン, 2023a, b, c）において，軍事技術から民生技術への転用という単
線的なプロセスを強調する軍事技術ベース論（e.g., 池上, 2010; 小倉, 1994, 2001; 週刊朝日編, 1962; 山

田, 2001），そして戦前から終戦までのあいだに民間部門でもカメラ産業に必要なケイパビリティ
の開発・蓄積が進展していた点を強調し，ドイツと日本とのあいだ，そして日本における軍と民
間部門とのあいだのケイパビリティの非対称な分布に注目するケイパビリティ格差論（e.g., 森, 

2012, 2014）がある。ただし，日本のカメラ産業の進化プロセスは，単に軍やドイツがはたした
役割に注目しただけでは理解できない。
現在のところ，これらの先行研究は，概して歴史的事実の同定・記述にとどまっている。そし

て，どれも一様に理論の構築・進化に向けた志向性を欠いており，主にカメラ産業やそれを超え
た文脈において英語圏で行われてきた産業進化，企業レベルでの参入戦略，そしてそれを支える
ケイパビリティの起源・発展にかんする一連の先行研究（e.g., Anderson & Tushman, 1990; Argyres 

et al., 2015; Furr & Kapoor, 2018; Helfat & Lieberman, 2002; Klepper, 1996; McGahan, 2004; Mitchell & 

Singh, 1992; Shermon & Moeen, 2022; Tripsas & Gavetti, 2000）とのあいだにギャップがあることは否
めない。
日本の初期カメラ産業におけるケイパビリティ・ベースの確立にかんするわれわれのマルチレ
ベル分析では，（1）日本における初期の光学産業の進化は，ドイツにとどまらずイギリスやアメ
リカなどからも影響をうけたこと，（2）第 2次世界大戦後にカメラ産業が発展していく際の基盤
ともいうべき戦前の光学産業のケイパビリティ・ベースにかんして，とくに海軍が公的部門では
土台となって，そして次に海軍が国策会社として設立した日本光学工業が民間部門では土台と
なって，組織間の技術移転や人材移動などを促進し，マルチレベルでのケイパビリティ進化を支
えたこと，（3）1930年代頃の日本のカメラ産業では，日本光学工業，およびこれと深い関係を
もっていた精機光学研究所が中心となって，戦後日本のカメラ産業が進化を遂げていくうえで重
要な意味をもっていた競争ダイナミクスを駆動させたこと，を明らかにするつもりである。
そして本論文では，日本の初期カメラ産業のケイパビリティ・ベースの確立を論じる際，それ
ぞれの企業がどのように事業を転換し，カメラメーカーになっていったのかを明らかにしながら，
これらの企業をいくつかのタイプに分類した。その際，第 2次世界大戦以前に存在していたカメ
ラメーカーないしカメラコンサルティングにかかわる17の事例に注目した分析を試みるつもりで
ある。
本論文の残りの部分については，以下のごとくに構成される。第 2節では，日本におけるカメ
ラ産業のケイパビリティ・ベースの初期の確立について明らかにする。第 3節では，第 2次世界
大戦以前の日本の光学産業の発展にとって不可欠な土台を提供したドイツの 2社のカメラメー
カーの歴史を概観する。第 4節では，第 1次世界大戦を契機とした国策が日本の光学産業の進化
を左右した点を理解するために，日本光学工業と精機光学研究所の双方の経営史を概観しておき
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たい。第 5節では，日本のカメラ産業におけるケイパビリティ進化の複数のパターンを明らかに
する。第 6節では，日本におけるカメラ産業のケイパビリティ・ベースの初期の確立を論じる際，
それぞれの企業がどのように事業を転換し，カメラメーカーになっていったのかを明らかにする。
そして最後に，結語を述べる。

2．日本の初期カメラ産業におけるケイパビリティ・ベースの確立

日本の初期カメラ産業におけるケイパビリティ・ベースの確立は，（1）19世紀末から20世紀初
頭にかけて光学技術の発展を志向した企業家，（2）第 1次世界大戦を契機とした光学産業育成の
国策，（3）海軍を中心とした軍産学複合体の形成，に依存していたとみなされよう。そうした光
学産業の育成に向けた企業家や軍人などによる企業家精神の発揚とその土台となった国策がなけ
れば，将来的な産業進化を実現するのに必要なケイパビリティ・ベースは構築されず，第 2次世
界大戦後の日本のカメラ産業の進化経路が形成されることはなかっただろう。
第 1に，光学技術の必要性を敏速に感知した企業家の役割について検討する。この点で，まず
杉浦六三郎にふれておきたい。というのも彼は，日本で初期的にカメラ産業の発展・進化に向け
た基礎を構築した最も重要な人物の 1人とみなされるからである。彼は1876年，家業であった薬
種問屋の小西屋六兵衛店から独立をはたして六代杉浦六右衞門へと改名し，石板・写真用品の販
売店である小西本店─正確には，「西洋薬種，写真薬種，医科器械，化学器械，印刷石版問屋
本店小西六右衞門」（後に小西六本店，小西六，小西六写真工業，コニカをへて現在はコニカミノルタ
ホールディングス。カメラ部門はソニー）─という新しい店を開業した。それにより，国内への
新しい写真用品の輸入・技術導入に本格的に従事するようになった。そして彼は1899年，外国製
の写真材料に20％の輸入税を課すという横浜税関の計画を知った後，上申を重ねた結果，この計
画の棄却という大蔵大臣の裁決をかちとった（杉浦, 1900: 1 - 4 ）。
また，六代杉浦六右衞門は1902年，感光紙や印画紙などの写真用品の国産化を実現するための
生産工場として六桜社（後に小西六写真工業淀橋工場をへて操業停止）を設立した（東京工芸大学, 

2021a）。彼は1921年，他界したが，亡くなる前に長男・甚太郎に家督を譲り，七代杉浦六右衞門
を襲名させた。七代杉浦六右衞門は，同年に小西本店を小西六本店へと改組し，その社長となっ
た。欧米の写真産業で新しい技術やすぐれた作品が生み出されてきたのは，写真教育によるとこ
ろが大きいという事実を直視したうえで，日本においてただちに写真の教育機関を設立すること
が必要だ。これが，すなわち先代の遺志だった。そこで，七代六右衞門は1923年，その遺志を実
現するために，小西写真専門学校（現在は東京工芸大学）を設立した。写真文化の啓蒙に尽力し
てきた六代六右衞門にとって，小西写真専門学校の創立は社会への恩返しということになろう。
小西写真専門学校で教鞭をとった教育者のなかには，たとえば江頭春樹や杉浦誠次郎など，六桜
社において最先端の写真用品の研究・開発に携わったエンジニアが含まれていた（東京工芸大学, 

2021b, c, 2022）。
六桜社では当初，乾板や印画紙などの生産に注力したが，「組立暗箱（函）」とよばれた当時の
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カメラに取り付けるレンズは，ヨーロッパ─とりわけドイツ─からの輸入に依存したままで，
国産化の試みは行われていなかった（笠原, 1999; https://www.konicaminolta.com/jp-ja/corporate/

history-timeline01.html）。カメラについては，六桜社をはじめとして他社でもドイツへの依存度が
高かった。だが，木製の暗箱カメラを製作する機械工場，および印画紙を製造する化学工場から
構成された六桜社では，航空機搭載用の偵察・射撃訓練に適したアメリカ製品の模倣を中心に製
造に従事していたという点も，また事実であった（山下, 2024）。少なくとも六桜社においては，
ドイツへの依存を中心にしつつも，アメリカなど他国への依存もみられたということである。
六桜社におけるレンズ製造のケイパビリティ進化において，1921年に入社した毛利廣雄が重要
な役割をはたした。毛利は，六桜社にとって新卒入社の最初のケースであり，そのせいもあって
か，伝統的な職人文化のなかで大きな苦労を強いられた。彼は1927年頃，レンズ製造の内部化に
強い関心を抱くようになった。結果的に，六桜社で光学兵器開発の指導にあたっていた海軍の山
田幸五郎のアドバイスにより，商社が輸入していた海外文献の研究や外国製品の分析などに着手
した（笠原, 1999）。結果的に1931年，ヘキサー 75mmF4.5という最初の国産レンズが商品化され
た（池上, 2010）。
毛利は，ヨーロッパにおけるレンズ製造のシステムにかんする実地調査のために，スイスの時
計・工作機械メーカーをはじめドイツの光学メーカー─たとえば，エルンスト・ライツ・オプ
ティシェ・ヴェルケ（Ernst Leitz Optische Werke: 以下，ライツ）やフランケ・ウント・ハイデッケ
（Franke & Heidecke）など─を訪問するとともに，光学ベンチや干渉計などの光学測定装置の
輸入を発案した。そして毛利は1940年，風巻友一を説得し，レンズ設計の任務にあたらせるべく
六桜社に入社させた。風巻は， 3次収差理論のレンズ設計への適用を模索し，計算量の削減や収
差特性の洞察などに貢献した。さらに風巻は，入社から約17年が経過した1957年には，旭光学工
業（後にペンタックス，HOYA，ペンタックスイメージング，ペンタックスリコーイメージングをへて

現在はリコーイメージング）へ取締役として移籍し，レンズ開発の指導にあたることになった
（ibid.: 160-162）。
他方，海軍の山田は，イギリスから日本へともち帰り，すでに研究に着手していたソロント
ン・ピッカード（Thornton-Pickard: 1939年に倒産）のガンカメラ（写真銃）─より正確には，
Mk. III. ハイス・ガンカメラ（Mk. III. Hythe Gun camera）という機種─に類似した製品を設計
できるほどの水準に到達した。そのため海軍は1925年，六桜社にその試作を発注した。重要なの
は，山田がその機種の単なる模倣ではなく，むしろ「側方弾着写真機」という名の下で彼独自の
設計を志した点にある（ibid.: 151-153）。山田のアドバイスをうけた六桜社では，この側方弾着写
真機を契機として，外国製品のリバース・エンジニアリングをつうじて試作品をつくるという従
来の仕方を，独自の設計図をもとに製造に取り組むという新しい仕方へと変更した。結果的に，
日本の「カメラ工業の基礎は，そもそも，このとき（すなわち，1925年頃）種がまかれた」（ibid.: 

151, 丸括弧内著者たち）のだった。
ソロントン・ピッカードのそのガンカメラは，イギリスの RAF（Royal Air Force: 王立空軍）の
管轄下にあったハイス航空射撃学校（The School of Aerial Gunnery, Hythe）で開発され，1916年頃
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からソロントン・ピッカードで製造が開始された。だが当初，生産を決定したとき，必要なレン
ズを製造できるイギリスメーカーは存在しないことが判明した。そのためソロントン・ピッカー
ドは，フランスメーカーに依存せざるをえなかった。しかし，第 1次世界大戦のあいだフランス
からの輸出制限があったため，そのメーカーにたいして法外な金額を小切手で支払い，レンズを
調達する以外に選択肢はなかった（Rendell, 1992）。このガンカメラは，1934年にウィリアムソ
ン・カメラガン（Williamson Camera gun）が採用されるまで，射撃訓練に利用された（Williamson, 

2008）。
一方，小西六本店は1929年，六桜社による自前の開発・生産により，黄色光をよくとおすフィ
ルターをかけたさくらフィルムの発売にこぎつけた。また1933年，従来は輸入品が当然とみなさ
れていた X線フィルム分野で開発努力を続け，輸入品と比較しても遜色ないさくらレントゲン
フィルムの販売を開始した。さらに1940年，日本で最初のカラーフィルムとなったさくら天然色
フィルムを発表した（コニカミノルタ, 2024）。
それでは次に，戦争を契機とした国策について検討しよう。日本における光学兵器の研究は，
その国産化の必要性を認識していた海軍が1906年頃，東京計器製作所（前身は和田計器製作所）
に研究を委嘱したことに端を発する。1911年には，佐世保工廠で測距儀の研究に着手した。そし
て1917年には，東京高等工業学校（現在は東京工業大学）教授・芝田理八を技術主任として招聘
したことで光学ガラスの製造を開始する段階にまでこぎつけた（日本光学工業株式会社50年史編集
専門委員会, 1967: 56-57）。
1914年に勃発した第 1次世界大戦の直前，すでに新興の産業大国となっていた日本では，内政
が不安定化していたものの，こうした状況を大陸の支配によって打破すべし，との信念が共有さ
れていた。この戦争において日本は，ドイツやオーストリアを中心とした同盟国ではなく，イギ
リス，フランス，そしてロシアを中心とした連合国に加わり，ドイツをアジアから放逐するのに
協力し，パリ講和会議に五大戦勝国の一国として首尾よく参加することになった（Samuels, 

2007）。
かくして第 1次世界大戦以降，日本では，とりわけドイツからの光学機械の輸入が困難になっ
た結果，自前の光学技術を確立すべきだという機運が高まった（笠原, 1999）。基本的に日本にお
いては，明治時代（1868-1912）から大正時代（1912-1926）にかけて政府の富国強兵政策に沿った
かたちで高度な産業の技術開発がすすめられてきた。とくに，日本が大日本帝国（1889-1947）と
よばれていた時代のリーダーは，国家安全保障に不可欠な要素として技術の役割を高く評価する
というイデオロギー─テクノナショナリズム─を拡張し，軍事技術を国の発展基盤とみなす
軍事テクノナショナリズム戦略へと昇華させた。その結果，日本はこの戦略の下，経済発展と国
防力増強の同時追求を志向した（Samuels, 1994）。
したがって，国家には経済と軍事とを同時追求するという両利き（e.g., March, 1991; O’Reilly & 

Tushman, 2008）が求められるが，そのためには卓越した技術─テクノヘゲモニー─が重要
な意味をもつ。しかしグローバル競争の文脈において，テクノヘゲモニーを首尾よく確立した覇
権国ですら，原初的な技術の模倣にとどまらない独自の改良─拡張的模倣─の実践という他
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国からの挑戦をうけることで，やがてその地位を脅かされることになる。結果的に覇権国は，自
国の優位性を前面に押し出して挑戦国の技術水準の低さを侮蔑するパロキアリズム，敵としての
挑戦国にたいして強硬外交を求める封じ込め政策，あるいは技術にかんして独自のたゆまぬ拡張
的模倣の実践を重ねていくイノベーション戦略といった 3つの選択肢のうちいずれかに取り組ま
ざるをえなくなる（薬師寺, 1989, 1990）。
ただしわれわれは，テクノヘゲモニーにかんする薬師寺流のストーリーは，国家間の文脈にお
いて展開されていることに注意しよう。むしろ，それは企業間の文脈にも拡張的に適用しうる点
に加え，日本のカメラ産業の場合，外国製品の拡張的模倣にとどまらず，世界における最高の卓
越をめざすという高邁な理想の追求に取り組んできた点をも勘案する必要がある（e.g., 山田, 

2001）。この点については，後で詳しく立ち返るとしよう。
さらに，国策という点にかんして，海軍は造船，火薬，そして造兵などの学科の創設を大学に
たいして求めた。これらの学科で必要とされた大規模な実験設備については，海軍の外郭団体
だった義勇財団海防義会からの寄贈のかたちをとった。そして，軍事技術を扱う講座には講師を
直接派遣した。さらに1876年，海軍では委託学生制度の下，理系出身の新卒採用に着手した。海
軍の軍人をはじめ，造船業や鉄鋼業などの産業人，そして大学の研究者とのあいだの人的ネット
ワーク─軍産学複合体─は，日本における軍事技術の開発において重要な役割をはたした。
とくに戦時体制の下では，そうしたネットワークの凝集性が高まり，彼らの職能区分は曖昧化し
がちだった（畑野, 2000）。軍事ナショナリズム戦略の実行にあたって，軍産学複合体がもつ意味
は大きく，日本におけるカメラ産業の発展も，こうした軍事ナショナリズム戦略の文脈において
可能になったとみなされる。
とくに，日本における海軍を中心とした軍産学複合体の生成という点でいえば，カメラ産業の

ケイパビリティ・ベースの確立において安東良，そして前述した山田幸五郎がはたした役割を無
視することはできない。第 1次世界大戦中，海軍は，八八艦隊─戦闘艦 8隻，巡洋艦 8隻から
なる艦隊─に搭載するのに必要な光学兵器の購入という目的で，光学兵器に造詣の深い，当時
は少佐だった安東を欧米へと派遣した。そして，ボシュ・アンド・ロム・オプティカル・カンパ
ニー（Bausch & Lomb Optical Company: 現在はボシュロム ［Bausch+Lomb］）と測距儀の購入にかん
する契約を締結した。安東はその際，光学兵器の取り扱いや修理の方法を習得すべく当社での工
場実習を依頼したが，あっさりと拒絶された。そこで彼は，海軍にたいして光学兵器の内部化
─日本での国産化─が不可欠だと進言した（山田, 2001: 33-34）。
こうした状況で，海軍は東京帝国大学（現在は東京大学）にたいして物理学科卒業生の新規採
用を要請した。長岡半太郎教授は，山田を「国防のために行き給え」（ibid.: 36）と説得した。山
田は1916年，光学兵器の設計・製造のために海軍に就職し，海軍造兵中技士になった。そして彼
は，約 2か月にわたる講習の後，海軍造兵廠付になり，東京都中央区築地にあった海軍造兵廠製
造部第六工場で安東の手伝いをする一方，東京帝国大学大学院へ行き，長岡の指導をうけること
が命じられた（ibid.: 40）。
他方，安東は同年，海軍による第六工場での光学兵器の設計・製造，および光学ガラスの製造
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を起動させた（ibid.: 134）。それゆえ，後に山田自身，この記念碑的な1916年を「日本における光
学工業勃興の年」（ibid.: 204）として定めるにいたった。実際に1916年は，海軍の息のかかった東
京計器製作所において測距儀の製造に成功した画期的な年でもあった（日本光学工業, 1967: 57）。
長岡の下， 3年間にわたって光学産業の基盤たる幾何光学の原理を徹底的に学習した山田は
1919年10月にロンドンに到着し，イギリスでの生活に必要な準備を整えた後，同年12月にグラス
ゴーにある光学機器メーカーのバー・アンド・ストラウド（Barr & Stroud: 以下，バー）へと向
かった。そこでの彼の目的は，海軍が発注した測距儀の製造プロセスをモニターすることに加え，
工場実習をつうじて測距儀の修理に必要なケイパビリティを獲得することであった。しかし年末，
ロンドンにあった日本海軍監督官事務所は，山田をドイツへと派遣とするためにロンドンに引き
戻したものの，イギリス外務省によるドイツへの渡航許可はあいにく下りなかった（ibid.: 48-49）。
それによって，幸いにも山田は1920年 1 月，ロイヤル・ソサエティ（Royal Society: 王立協会）

においてロンドン大学インペリアル・カレッジ（Imperial College, University of London: 現在はイン

ペリアル・カレッジ・ロンドン ［Imperial College London］）光学エンジニアリング部（Optical 

Engineering Department）教授・フレデリック・ジョン・チェシャー（Frederick John Cheshire）の
講演をきく機会をえた。イギリス政府は第 1次世界大戦を機に光学産業が主要産業となったとい
う事実を認識するにいたったこと，そして顕微鏡の設計・製造がエンジニアの最高のケイパビリ
ティを要するという点で，光学機械のなかでもとくに顕微鏡を国策の下で発展させる必要がある
こと，これらがチェシャーによる主張の要諦であった（ibid.: 49-51）。
国策の下で顕微鏡を中心とした光学産業を発展させるべきだというチェシャーの主張は，日本
の将来の指針として傾聴に値する，と山田は考えた（ibid.: 52）。そして，山田は1920年 2 月には，
海軍が発注していた潜望鏡の検査のためにフランスとイタリアを訪れるとともに，時計の製造を
見学するためにスイスをも訪れる機会をえた。彼は，この機会を活用して光学にかんする文献を
各国で集めてまわった（ibid.: 52-73）。
その後，イギリスに戻った山田は，1920年 4 月から1921年 3 月までのあいだバーで工場実習に
励んだ。その際，主に機械加工の実習，測距儀の調整・修理の実習，海軍が購入した測距儀の受
領検査，そして光線追跡によるレンズの収差計算にかんする学習に取り組むことで，一連のケイ
パビリティを獲得すべく尽力した（ibid.: 80-86）。その後，1921年 4 月にはロンドンへと向かい，
同年 9月に日本に帰国した。その翌月には，海軍艦政本部と海軍省研究部の双方に所属すること
になった（ibid.: 251）。
山田は，六桜社だけではなく，後述するように日本光学工業や東京光学機械（現在はトプコン）
でも技術指導を行い，各社のケイパビリティ進化を支援した。彼は，第 1次世界大戦によってド
イツの光学兵器の卓越─とくに光学機械メーカーのカール・ツァイス（Carl Zeiss: 以下，ツァイ

ス）で確立された高度なケイパビリティ・ベース─が発露したものの，当時の日本では，そう
した盤石たるケイパビリティ・ベースが確立されていないという厳しい現状を認識した（ibid.: 

169-170）。かくして彼は，「日本の光学工業を大盤石の上に築造せん」（ibid.: 180）というビジョ
ンを抱くとともに，その実現のためには，光学のケイパビリティを有する多くの人々を育成する
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必要があると考えた。
実際に山田は，光学産業に携わる人々に向けて『光学の知識』（山田, 1925/1966）というテキス
トを著しただけでなく，東京高等工芸学校（前身は東京職工学校，東京工業学校をへて東京高等工業
学校に改称され，その工業図案科を継承した東京工業専門学校をへて，現在は千葉大学工学部）や東京
光学青年学校（現在は廃校）などで教鞭をとることで光学機械にたけた人材の育成に尽力しもし
た（山田, 2001: 179-181）。とくに，1939年 4 月に開校した東京光学青年学校には，当時は義務教
育機関だった尋常小学校を卒業した多くの若者が全国から集まった。彼らは，寄宿舎に入り，工
場で勤務しながら通学し，出席時間に応じて手当も支給された。その初代校長をつとめた矢島鐘
二が体操教師だったためか，この青年学校には東京光学体操とよばれた独自の体操があった（福
地, 2016; 板橋区産業振興公社, 2016）。
山田は，人間が偉大なる力を内面に蓄積していくというケイパビリティ進化を実現するうえで

集中的・専心的な勉強につとめるべきだ，という強い信念を抱いていた。日本では，彼をはじめ
とする個人のミクロ・レベルでのケイパビリティ進化に向けた努力によって，外国製品の単なる
模倣─拡張的模倣も含む─ではなく，世界における最高の卓越をめざすという高邁な理想が
追求されてきた（ibid.: 217）。であるからこそ，産業のメソ・レベルでは，光学機械の独創的な設
計原理を実現でき，カメラや望遠鏡などの一連の光学製品─とくに光学レンズ─において，
日本は1950年代中頃には，日本光学工業やキヤノンカメラを中心として世界最高水準に到達する
ことができたのだろう（ibid.: 215-217）。
ただし，光学レンズの生産には光学ガラスが不可欠であることはいうまでもない。この点で，
高松亭と小原甚八がはたした役割は注目に値しよう。光学兵器にも不可欠な光学ガラスの製造に
は，化学材料と高熱化学にかんする一連のケイパビリティが必要とされた。だが，輸入品が安価
であったため，日本では輸入品にたいする依存度が高かった。しかし第 1次世界大戦を機に，ド
イツからの光学ガラスの輸入が困難になったため，海軍は，光学ガラスの国産化に向けて東京高
等工業学校に協力を要請することになった（池上, 2008）。
農商務省は1918年，大阪工業試験所（現在は産業技術総合研究所関西センター）を設立し，初代
所長・荘司市太郎の指揮下で光学ガラスの製造をめざした。そして1921年，高松をリーダーとす
る研究体制を組織化した。高松は，技術習得のために数か月にわたって日本光学工業などの私企
業へと出張した。高松はその後，東京高等工業学校教授にして海軍に所属してもいた芝田が1916
年に着手した光学ガラスの製造方法を参考にしつつ熔融実験を重ねた。その結果，多様な光学ガ
ラスの開発にいたった（本庄, 2020）。
さらに高松は，カメラメーカーへの技術指導も頻繁に行った。第 1に，富士写真フイルム（現

在は富士フイルム）は1939年，光学ガラスの生産に際してエンジニア 4名を大阪工業試験所に派
遣し，光学ガラスの製造プロセス全体にかんする技術指導をうけた。高松は1940年の工場完成後，
顧問として約 1  年にわたって月に 1 - 2 回のペースで技術指導に訪れた。第 2に，小西六写真工
業は1942年初頭から熔融を開始し，高松が出張して技術指導を実施した。第 3に，千代田光学精
工（前身は日独写真機商店，モルタ）は1942年，光学ガラスの溶融工場を建設せよ，との命令を海
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軍からうけた。その際，高松の技術指導をうけることで急速なケイパビリティ進化を遂げること
ができた（ibid.: 156）。
次に，芝田とのあいだに東京高等工業学校と海軍という 2つの共通項をもつ小原甚八は1915年，
築地にあった海軍造兵廠に勤務し，そこで1916年に芝田の指導をうけつつ光学ガラスの製造に着
手した。海軍は1923年，海軍造兵廠を海軍技術研究所に改編した際，光学ガラスの製造に必要な
一連のケイパビリティを日本光学工業へと移転した。小原は同年，日本光学工業に入社し，そこ
で光学硝子研究所主任になった。しかし1935年，日本光学工業から独立をはたし，新たにスピン
オフ企業として日本初の光学ガラス専業メーカーである小原工業硝子製造所（現在はオハラ）を
設立した（小倉, 2001: 61-63; 山下, 2010: 100-101）。

3 ．日本のカメラ産業の進化にたいするドイツの影響

3.1．第 2次世界大戦以前のドイツの影響
ここでは，とくに第 2次世界大戦以前の日本の光学産業の発展にとって不可欠な土台を提供し
たドイツカメラの象徴とでもいうべき 2社の歴史を概観しよう（e.g., 中川, 1984, 1994; 谷口・市

川・フルーエン, 2023a）。すなわち第 1に，ドイツの光学エンジニアだったカール・ケルナー（Carl 

Kellner）は1849年，オプティシェス・インスティトゥート（Optisches Institut）という顕微鏡メー
カーを創業した。創業から約15年後，スイスの効率的な生産システムに詳しいエルンスト・ライ
ツ 1世（Ernst Leitz Ⅰ）というエンジニアが参画した。やがてライツ 1世が事業を継承し，社名
をライツに変更した。さらに1990年，ライカカメラ（Leica Camera: 以下，ライカ）へと社名は変
更された。ライカは，カメラ製造に着手する以前から数多くのカメラ用レンズをつくっていた
（近藤, 2000）。
第 2に，1846年に創業したツァイスは，1889年に設立されたカール・ツァイス財団（Carl Zeiss 

Stiftung）の傘下に入った。この企業は，カメラ製造をアウトソーシングしてきた歴史をもつ。
より正確には，自社内でカメラ製造に取り組んだのは，イカ（ICA: Internationale Camera 

Actiengesellschaft）─ツァイスのレンズに適したカメラの生産をになう製造部門として位置づ
けられたカール・ツァイス・パルモスバウ（Carl Zeiss Palmosbau）に加え，ヒュッティヒ
（Hüttig），ヴュンシュ（Wünsche），そしてカメラベルク・ドクトル・クリューゲナー（Kamerawerk 

Dr. Krügener: 以下，KDK）が1909年に合併した結果として生成するにいたった巨大カメラ企業
─が誕生する以前のカール・ツァイス・パルモスバウでの1902年から1909年にいたる期間，お
よび第 2次世界大戦直後の1946年から1948年にいたる期間に限られていた（オールドレンズジャ
パン, 2023）。
ツァイスは，1902年のパルモス（Palmos）の買収によってカール・ツァイス・パルモスバウを

設立する以前にはカメラ製造を一切行っておらず，あくまでレンズ製造をコア事業とし，イカを
構成することになった一連の企業にカメラ製造をアウトソーシングしていた。だが，これらのカ
メラメーカーの経営が傾くことは，ツァイス自身が共倒れするリスクにさらされることを意味し
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た。そこでツァイスは，ヒュッティヒの社長だったグイドー・メンゲル（Guido Mengel）を動か
すことで，合併によって価格競争がなくなり，広告費の節約や特許の共有などによる便益が生じ
るとして，ヴュンシェと KDKの説得にあたらせたという（ibid.）。
そして1920年，イカとコンテッサ・ネッテル（Contessa-Nettel）が利益共同体を成立させた。

1926年にはカール・ツァイス財団の主導により，この利益共同体を土台として，イカ，コンテッ
サ・ネッテル，エルネマン（Ernemann），そしてゲルツ（C. P. Görz）の 4社が合併契約に調印し，
新会社設立の契約が締結された。その際，新会社名がツァイス・イコン（Zeiss Ikon）となった
（ibid.）。
ライツのエンジニア兼写真家オスカー・バルナック（Oskar Barnak）は，映画機械職人でもあ

り，ツァイスで小型露光検査機の開発に取り組んでいた。しかし彼は，イカの合併後，ツァイス
にいられなくなった。そこで，ライカへの移籍を選択し，その後も映画機械開発の傍らでカメラ
開発に取り組んだ（森, 2013）。そして1913年，もち前のすぐれたケイパビリティにもとづいて 2
台の小型カメラの試作機を自作した。これらは，後にウル・ライカ（Ur Leica）とよばれた。エ
ルンスト・ライツ 2世（Ernst Leitz Ⅱ）が社長になってから不況下にもかかわらず，ウル・ライ
カを新製品として生産することを決定した。1925年，ライプツィヒ・メッセ（Leipziger Messe）

への出品に先立ち，「ライツ・カメラ（Leitz Camera）」ということで，ライツの Leiとカメラの
Caをあわせた Leica（ライカ）というブランドが立ち上げられた。
ライカでは，とくにバルナックという偉大な設計者が1913年の試作機から1925年のエルマック
ス（Ermax）の発売にいたる約12年もの研究期間を与えられたことで，経時的にインクリメンタ
ル・イノベーションに取り組み，すばらしいカメラがつくられてきた（藤島 1984; 中川 1984）。ラ
イカの卓越した技術は，その一連の画期的な製品へと体化され，日本のカメラメーカーのキャッ
チアップの目標となった。つまり，ライカの卓越ゆえに，たゆまぬ学習の実践を重ねざるをえな
くなったという点で，ドイツカメラとそのメーカーは，日本のカメラ産業のケイパビリティ進化
にとって大きな影響力をもっていた（e.g., 谷口・市川・フルーエン, 2023a）。

3.2．第 2次世界大戦後も続いたドイツの影響
ドイツは，第 2次世界大戦前だけでなく，その後も，日本のカメラ産業の進化プロセスにおい
て重要な役割をはたした。とりわけドイツでは，アメリカとイギリスによって工場や研究所など
から先端技術情報が接収され，世界に向けて公開された（ibid.）。より詳しく述べるとすれば，
アメリカとイギリスはそれぞれの政府代表が構成する CIOS（The Combined Intelligence Objective 

Subcommittee: 連合技術諜報委員会）を組織し，1944年末までに115カ所へ197人の調査員を派遣し
た（中島, 2014）。CIOSの解散後，アメリカでは OTS（The Office of Technical Services: 技術業務室）

が設置され，ドイツ産業の調査とそれにより獲得した情報を広く産業や社会へと普及させるべく
業務がすすめられた（Gimbel, 1990）。とくに日本において，PBレポート（Publication Board 

Reports）とよばれたドイツ関連情報を含む資料は，戦後のあらゆる物的賠償を上回るほどの大
きな価値をもっていた（小池, 1990）。
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たとえば富士写真フイルム（現在は富士フイルム）は，PBレポートに記された専門情報をもと
にフィルムの性能向上をめざしたものの，当初はまったくうまくいかなかった。京都大学元講師
の経歴をもつ中途採用の浜田潤が，この閉塞状態を首尾よく打破するにいたった。すなわち彼は，
2年もの時間をかけて大忍によって問題解決に取り組んだ結果，小粒子の中性法乳剤で金増感効
果を安定的に実現できるようになった。このことにより富士写真フイルムは，1950年代初頭に
なってようやく一連の高性能ネガフィルムの発売にこぎつけた（大石, 2014）。
このように，カメラ，それに関連する工作機械，そして PBレポートをはじめとする専門文献

などを含む物的資産，そして招聘されたエンジニアなどを含む人的資産を媒介して，ドイツで進
化を遂げたカメラ産業にとって不可欠な一連のケイパビリティは世界中に拡散・移転していった。
いうまでもなくそれらは，日本のカメラ産業の発展にとっても重要な役割をはたした。このこと
は，とくに第 2次世界大戦後の日本において，二眼レフ全盛時代に大きな影響力を有したローラ
イフレックスやローライコードだけでなく，コピーライカ全盛時代に日本メーカーによる一眼レ
フへの移行を促進する契機となった1954年に発売されたライカM 3 （Leica M 3 ）をみても明ら
かだと思われる（e.g., 谷口・市川・フルーエン, 2023a）。最先端の光学技術をもっていたドイツ
メーカーは，とくに第 2次世界大戦前後にわたって，日本のカメラ産業が将来に向けてケイパビ
リティ進化の土台を構築する際の一助となった。この点については，くり返し強調しておく必要
があろう。
第 2次世界大戦後の日本では，二眼レフとコピーライカ─ライカを模倣した連動距離計式

フォーカルプレーンシャッター機─の全盛時代をむかえた（ibid.）。とくに，理研光学工業（前
身は旭光学工業，旭精密工業，後にリコー，ペンタックスリコーイメージングをへて現在はリコーイ

メージング）が1950年に発売したリコーフレックスⅢという二眼レフは，撮影レンズとファイン
ダーレンズの焦点調節がギアのかみ合わせで連動するシステムを取り入れた。日本カメラで最初
のヒット商品となったリコーフレックスⅢは，ピントをみえるようにして距離合わせの手間を解
消した（柳沢, 2008）。
二眼レフの定番だったローライフレックスは，その複雑なメカニズムのために本来は模倣困難
であったにもかかわらず，日本をはじめ世界中でコピー製品がつくられた。他方，ローライフ
レックスと比較して製造が容易で低コストですむリコーフレックスは，生産がおいつかないほど
の人気をはくした（ibid.: 135）。この二眼レフは，効率的な生産システムにより低価格を実現した
ことで，二眼レフ全盛時代の到来だけでなく戦後のカメラの民主化にも貢献した（谷口・市川・
フルーエン, 2023a）（ 4～5.1は『三田商学研究』第68巻 5 号，5.2～結語は『三田商学研究』第68巻 6 号

に掲載予定）。
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